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１．企業集団の状況 
 
 

当企業集団はローランド株式会社（当社）及び連結子会社２１社、持分法適用非連結子会社１社、持分法
適用関連会社３社、その他関係会社２０社より構成されており、電子楽器及びコンピュータ周辺機器の製造、
販売を主な事業としています。事業内容と当社及び主な連結子会社、持分法適用の関連会社、その他の関係
会社の当該事業における位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。 

 
事業区分 主な製品商品区分 主要な関係会社 

 

国 

内 

 

 

連結子会社(５社) 

ﾎﾞｽ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞｲｰﾃﾞｨｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃｯｸ㈱､ 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｱｲ･ﾋﾟｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾐｭｰｼﾞｯｸ ｽﾀｼﾞｵ㈱ 

その他関係会社(３社) 

ｽﾀｼﾞｵ ｱｰﾙ㈱､㈱ﾃﾞｭｵ､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｴｽ･ｴｽ㈱ 

 

                     （計  ８社） 

 

 

 

 

･電子楽器 

ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ､電子ﾄﾞﾗﾑ及びﾊﾟｰｶｯ

ｼｮﾝ､ｷﾞﾀｰ･ｴﾌｪｸﾀｰ､ﾘｽﾞﾑﾏｼﾝ､ 

楽器用ｱﾝﾌﾟ､ｷﾞﾀｰ･ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ 

 

･家庭用電子楽器 

電子ﾋﾟｱﾉ､電子ｵﾙｶﾞﾝ､ﾐｭｰｼﾞｯｸ･

ﾃﾞｰﾀ 

 

･音響機器 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾚｺｰﾀﾞｰ､業務用ｱﾝﾌﾟ

及びｽﾋﾟｰｶｰ､音源ﾎﾞｰﾄﾞ(OEM) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海 

外 

 

 

 

 

 

 

 

連結子会社(１０社) 

Roland Corporation U.S.､Roland Canada Music Ltd.､ 

Rodgers Instruments LLC､ 

Roland Audio Development Corporation､ 
Roland Europe S.p.A.､Roland(U.K.)Ltd.､Roland France SA､ 
Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH､ 

Roland Benelux n.v.､Roland Italy S.p.A. 

持分法適用非連結子会社(１社) 
Roland Electronics de Espana S.A.､ 

持分法適用関連会社(３社) 
Electronic Musical Instruments Roland Scandinavia a-s､ 
Roland Brasil Ltda.､ 
Roland Taiwan Electronic Music Corporation 
その他関係会社(１２社) 
Roland Corporation Australia Pty. Ltd.､ 
Roland Taiwan Enterprise Co.,Ltd. 
他１０社 

                     （計 ２６社） 
 

国 

内 

連結子会社(１社) 
ｴﾃﾞｨﾛｰﾙ㈱ 
その他関係会社(２社) 
ﾋﾞﾃﾞｵ･ﾗﾎﾞ･ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱、ﾋﾞﾃﾞｵ･ﾗﾎﾞ･ﾈｯﾄﾜｰｸ大阪㈱ 

                     （計  ３社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子楽器

事  業 

（当 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器 

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連商品、

ﾋﾞﾃﾞｵ編集機器､ﾊﾟｰﾂ(製造部

品等) 

 
 海 

外 

連結子会社(１社) 

Edirol Corporation North America 
その他関係会社(１社) 
Edirol Europe Ltd. 

                     （計  ２社） 

 

国 

内 

 

連結子会社(１社) 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱   

その他関係会社(１社) 

ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ ｱｰﾙ㈱ 

                     （計  ２社） 

 

 

 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 
周辺機器
事  業 

(ﾛｰﾗﾝﾄﾞ 
ﾃ゙ ｨー .ｼ゙ .ー㈱ ) 

 

 

 

 

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器 

ﾌﾟﾛｯﾀ､ｶｯﾃｨﾝｸﾞﾏｼﾝ､ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ､

ﾌﾟﾘﾝﾀｰ 

 

 

海 

外 

連結子会社(３社) 

Roland DGA Corporation､Roland DG Benelux n.v.  
Roland DG (U.K.) Ltd. 
その他関係会社(１社) 
Roland DG Australia Pty.Ltd. 

                     （計  ４社） 

※その他関係会社の欄に記載の会社は、持分法非適用の非連結子会社及び関連会社 
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関 係 会 社 の 状 況 
2003年3月31日現在 

     関 係 内 容 

     役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

(連結子会社)           
 
ボ   ス ㈱ 

 
静岡県浜松市 

百万円 
40 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

 

名 
2 

名 
3 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 

 
 
 

 
長野県松本市 

百万円 
45 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
2 

名 
1 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

 
 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電 子 楽 器 

％ 

100 

名 

1 

名 

4 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

  
静岡県浜松市 

百万円 
1,933 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周 辺 機 器 

％ 
 50.7 

名 
3 

 
無 

 
無 － 

 
有 
 

 
 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

 

名 
1 

名 
4 

 
無 

当 社 へ の 

製 造 委 託 

 
有 
 

 

 

エ デ ィ ロ ー ル ㈱ 

 

 

静岡県浜松市 

 

百万円 
350 

 

 
電 子 楽 器 

 

％ 
100 
 

 

名 
3 

 

名 
1 

長期貸付金 
百万円 
1,152 

債務保証 
百万円 

98 

当 社 商 品 

の 販 売 

 

 

有 
 

ローランド 

ミュージック スタジオ㈱ 

東京都 
千代田区 

百万円 
480 

 
電 子 楽 器 

％ 
 100 
 

名 
2 

名 
2 

 
無 － 

 
有 
 

Roland Europe 
S.p.A. 

Acquaviva 
Picena 
Italy 

EUR 千 
11,440 

 
電 子 楽 器 

％ 
56.6 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Rodgers  
Instruments LLC 

Hillsboro 
Oregon 
U.S.A. 

US$ 千 
23,000 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

（100） 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Corporation 
U.S. 

Los Angeles 
California  
U.S.A. 

US$ 千 
645 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 
Roland(U.K.)Ltd.         
 

Swansea  
W.Glam. 
U.K. 

Stg.£ 千 
5,000 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland  
Elektronische  
Musikinstrumente  
HmbH.  

Oststrasse 
Norderstedt 
Germany 

EUR 千 
 

 3,300 

 
 

電 子 楽 器 

％ 

100 

名 
 

1 

名 
 
1 

債務保証 
百万円 

10 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 

無 

Roland  DGA 
Corporation 

Irvine 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
4,196 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周 辺 機 器 

％ 
71.8 

（71.8） 

 
無 

 
無 

 
無 

 
 
 

 
無 

Roland Audio 
Development 
Corporation 

La Mirada 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
300 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

（100） 

名 
1 

名 
1 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Canada 
Music Ltd. 

Richmond  

B.C. Canada 

CAN$ 千 
7 

 
電 子 楽 器 

％ 
80.8 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 
Roland France SA 

Lagny 
Cedex 
France 

EUR 千 
3,280 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

 

名 
2 

 
無 

長期貸付金 
百万円 

280 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

議決権の 

所有割合 

主要な事 

業の内容 
名 称 住 所 資 本 金 

ロ ー ラ ン ド 

イ ー デ ィ ー ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

テ ッ ク ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

デ ィ ー ． ジ ー ． ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

ア イ ･ ピ ー ㈱ 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 
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     関 係 内 容 

名 称 住 所 資 本 金   役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

Roland Benelux 
n.v. 

Westerlo 

Belgium 

EUR 千 
75 

 
電子楽器 

％ 
70.0 
(20.0) 

 
無 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland DG 
Benelux n.v. 

Westerlo 

Belgium 

EUR 千 
72 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
70.0 

（70.0） 

 
無 

 
無 

 
無  

 
無 

Edirol Corporation 
North America 

Bellingham 
Washington 
U.S.A. 

US$ 千 
5,390 

 
電子楽器 

％ 
100 

（12.8） 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Italy 
S.p.A. 

Milano  
Italy 

EUR 千 
1,550 

 
電子楽器 

％ 
90.0 

 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 
 

Roland DG (U.K.) 
Ltd. 

Swansea 
U.K. 

Stg.£ 千 
3,300 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
100 
(100) 

 
無 

 
無 

 
無 

  
無 
 

(持分法適用非連結子会社)          

Roland  
Electronics  
de Espana, S.A. 

Barcelona 

Spain 

EUR 千 
610 

 
電子楽器 

％ 

64.0 

名 

1 

 

無 

 

無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 

無 

 

(持分法適用関連会社)          

Electronic 
Musical Instruments 
Roland Scandinavia 
a-s 

 

Copenhagen 
Denmark 

 
 

DKr 千 
600 

 
 

電子楽器 

 
％ 

49.0 

 
 

無 

 
 

無 

 
 

無 

 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 

無 
 

Roland Brasil 
Ltda. 

Sao Paulo 

Brazil 

R$ 千 
370 

 

電子楽器 

％ 
 50.0 

 
無 

 
無 

債務保証 
百万円 

144 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Taiwan 
Electronic 
Music Corporation 

 
台北 
台湾 

 
NT$ 千 
60,000 

 
 

電子楽器 

 
％ 

50.0 

 
名 

2 

 
 

無 

 
 

無 
当 社 商 品 

の 製 造 

 
 

無 
 

 

(注)1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

2. 前連結会計年度において持分法適用関連会社であったRoland Electronics de Espana, S.A.は、当連結会計年度中に子
会社になったため、当連結会計年度から持分法適用非連結子会社としました。 

3. 議決権の所有割合の（   ）内は間接所有割合を内数で記載しています。 

4. ボス㈱、ローランド ディー．ジー．㈱、Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Corporation 
U.S.、Roland (U.K.) Ltd.は、特定子会社に該当します。 

5. ローランド ディー．ジー．㈱は、有価証券報告書を提出しています。 

6. ローランド ミュージック スタジオ㈱は2003年3月31日付で解散を決議し、2003年4月1日に当社が営業の全部を譲り
受けました。 

7. 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報等」は次
のとおりです。 

（単位：百万円） 

会 社 名 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 純 資 産 額 総 資 産 額 

ローランド ディー．ジー．㈱ 11,143 1,260 741 9,567 11,403 

Roland Corporation U.S. 19,033 240 183 8,366 10,709 

 

 
 
 

主要な事 

業の内容 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

議決権の 

所有割合 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 
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２．経 営 方 針 
 
  ローランドグループの経営方針の概要は次のとおりです。 
 
(１) 経営の基本方針 
「開発」と「堅実経営」を経営の基本とし、３つの経営理念を掲げています。 

 
・創造の喜びを世界にひろめよう 

  オリジナル技術の開発を最も重視し、製品を通じて世界中の顧客に創造の喜びを提供する「技術提案型企業」と
して、常に新しい分野の開拓に努めています。 

・BIGGESTよりBESTになろう 
  グループ各社が量より質を重視し、各分野でNO.1商品を創出し、Bestな 企業体を目指し続けます。 

・共感を呼ぶ企業にしよう 
  顧客、株主、取引先、社員がよきパートナーとなり多くの人々にとって有意義で社会的に貢献できる企業体を目
指しています。 

 
(２) 利益配分に関する基本方針 

従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のための内部留保にも留意しつつ良好な財政状態の維持
を基本方針としています。当期は純損失でありましたが、安定配当維持の観点から期末配当金は１株当たり8円50銭
とし、実施済の中間配当金1株当たり8円50銭と合わせて年間17円配当（前期比3円減配）とします。 

 
(３) 中長期的な会社の経営戦略 

ローランドグループは事業と製品群に応じて複数のブランドを展開しています。 
［電子楽器事業］ 
電子楽器のパイオニア    Roland 
ギター関連機器     BOSS 
コンピュータ・ミュージックとビデオ編集分野  EDIROL 
大型クラシックオルガン    Rodgers 

 
［コンピュータ周辺機器事業］    Roland DG 

 

電子楽器事業のグループ各社では、従来から“各商品分野毎に№1 商品を創り育てる”“商品の市場価値を 30％高
める”ことを目標とした「301 プロジェクト」運動を日々の活動のベースとして推進しています。プロやセミプロの
演奏家の期待に応える高機能商品を開発する一方、一般消費者の低価格志向に対応する手頃な入門機まで各商品分野
で幅広い品揃えを実現しています。 

電子楽器事業では、2002年4月より導入した執行役員制度の下、意思決定の迅速化を図り、本年1月以来約40機
種の新製品を発表しました。特に、電子楽器を代表するシンセサイザーにおいては画期的な新製品V-Synthが注目を
集めており、販売店と協力して販促活動に取組んでいます。また、電子楽器にUSB端子を採用してコンピュータとの
親和性を高め、ハードウェアとソフトウェアを組み合わせた独自のコンセプトに基づいた商品を提案します。 
国内では、これまで子会社で展開してきた音楽教室｢ローランド ミュージック スタジオ｣を2003年4月より当社事

業とし、特に家庭用電子楽器の分野で、音楽教室事業と電子楽器販売事業の相乗効果を図ります。 

海外では、北米に加えて中国と欧州に注力します。中国では、2001年に設立した製造関係会社を移転拡張し、鍵盤
の製造を開始します。また、2003年4月には上海に物流会社「楽蘭(上海)貿易有限公司」を設立し、中国各地の商品
物流を集約し、コスト削減に努めています。 

欧州では、通貨統合後加速する一体化に対応して販売網を整備し、効率化と体制の強化を行っています。言語と文
化を共通とする複数の現地販売関係会社の統合・再編成を行い、在庫と共通経費の削減による効率化を図るとともに、
販促活動においては広く欧州全域を対象として展開します。 

従来からの電子楽器を中心とした音の分野に加え、新分野である映像にも注力します。“エディロール”ブランド
のビデオ編集機器は国内の愛好者層に広く認知されていますが、さらに手頃な価格の新機種を投入して内外市場への
浸透を図ります。また、電子楽器で映像機器を操作して音楽と映像の同期を可能にする当社独自の V-LINK 機能を順
次新製品に搭載しています。 
コンピュータ周辺機器事業では、引続き業務用大型カラープリンターと三次元入出力装置の二分野に開発の重点を

置き、より高機能を求める顧客のニーズに対応します。また、製品設計の３次元CADデータを部品発注から製造・組
立工程に活用する「デジタルファクトリーシステム」により効率化を推進します。 
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(４) 会社の対処すべき課題  

国内、海外ともに景気動向が依然として不透明な中、消費者の低価格志向と企業間競争の激化への対応を図ってい
ます。特に収益性の回復が課題の電子楽器事業において、当社は事業効率化のために下記の諸施策を実行しています。 

 

１．事業所の集約 
これまで管理部門の大阪市から浜松地区への移転を段階的に実施してきましたが、2003年8月をもって財務部を

はじめとする本社機能の大半を浜松地区へ移転集約します。また、大阪営業所も営業活動の利便性を考慮して大阪
市内の別事業所に移転します。さらに、音楽教室の統廃合、東京地区事業所の集約化・スリム化を図り、年間2億
円弱の事業所経費を削減します。 

２．希望退職の実施 
業務のスリム化・効率化をより積極的に推進するために国内電子楽器事業部門の管理職を対象とする希望退職者

の募集を行い、その約5分の1に当たる41 名が応募して4月末日付で退職しました。これにより年間約4億円の
人件費を削減します。 

３．取締役の減員並びに役員報酬の減額 
取締役を12 名から7 名へ減員するとともに、役員報酬を最大30％減額（一部は実施済）し、これにより年間5

千万円の経費を削減します。 
４．音楽教室事業の統合 

当社が 2001 年 9 月ビクター･テクニクス･ミュージック株式会社に資本参加し、従来の当社音楽教室事業を含め
ローランド ミュージック スタジオ株式会社として展開してきましたが、同社の体質改善及び企業文化の融合が進
み、初期の目的を達成しましたので、2003年4月当社へ吸収統合しました。この統合により主に家庭用電子楽器の
売上増大と重複コストの削減を推進し、音楽教室事業の収益力の向上を図ります。 

５．海外DTMP（デスクトップ･メディア･プロダクション）事業の再構築 
2000年4月に同事業を分社化、特に北米・欧州における販売子会社の積極的展開を推進、約3年間厳しい状況が

続きましたが、漸く欧州販売子会社の売上高が前年比65％増と先行投資の効果が出始めております。このような状
況の下、さらに一層の収益力をつけるため、北米販売子会社の社長交代、組織の見直しを行いました。今後は組織・
人員のスリム化を徹底し、各市場ニーズにマッチした新製品の開発に注力し収益の改善に努めます。 
 
以上の諸施策を実施する事により、電子楽器事業では年間7億円程度の営業利益増加が見込まれます。 
 

(５) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況  

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、経営の基本方針のひとつである“共感を呼ぶ企業にしよう”のスローガンに則り､ステークホルダーであ

る顧客、株主、取引先、社員にとって有意義で社会的に貢献できる企業体を目指しています。そのため、業務執行
への監督の強化、内外のグループ会社に亘る内部監査の実施、株主および投資家への開示の充実に注力しています。 

２．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
①会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社は監査役制度採用会社であり、監査役4名のうち社外監査役は2名です。また、社内およびグループ内の
内部監査のために監査室を設け、各事業部門及び関係会社の監査を実施しています。 
2002 年 4 月には、経営と執行の分離とともに迅速な意思決定と業務遂行を目的として執行役員制度を導入し、

執行役員に対する権限委譲を行い、取締役会は経営方針・経営計画の策定と業務執行の監督に注力する体制とし
ました。 

②会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
社外監査役は当社および当社グループの出身者ではなく、当社および当社グループと社外監査役との間に取引

関係はありません。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 
執行役員制度の一層の推進のため、2003年4月には、取締役の人数を12名から7名に削減しました。取締役

会は少人数として討議の活性化を図り、経営方針・経営計画の策定と業務執行の監督に注力し、一方、業務執行
については引き続き執行役員への権限委譲を進めます。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 
 (１) 経 営 成 績 

１. 当期の概況 （単位：百万円） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

株主資本当期
純利益率(%) 

2003 年 3 月期 63,322 2,100 2,405 △1,189 △47円 63銭 △2.4％ 
2002 年 3 月期 62,032 1,908 2,183 300  11円 73銭 0.6％ 

増減率 2.1％ 10.1％ 10.2％ － － － 

 
当期の経済環境は、国内景気の低迷に加えて海外では北米の経済成長が減速に転じ、世界的な株安の影響下、

景気後退の懸念が高まりました。 
このような景況を反映して電子楽器事業の売上は、海外最大の市場である北米において特に年度後半に伸び悩

み、欧州では一部を除いて概ね横這いの状況でした。国内でも厳しい状況を余儀なくされました。一方、コンピ
ュータ周辺機器事業は同様に内外景気の影響下にありながらも、大型カラープリンターを中心として特に輸出が
好調に推移し、売上高・営業利益ともに堅調でした。 
 
上記の結果、営業利益および経常利益とも前期と比較して10％強増加しましたが、事業の再構築のための特別

損失約14億円を計上したこと、また法人税等約5億60百万円の更正を受けたことにより、当期は11億89百万
円の純損失となりました。 
 
営業の概況（事業の種類別セグメント）は次のとおりです。 
 （単位：百万円） 
 電子楽器事業 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 
 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

2003 年 3 月期 48,733 458 14,589 1,642 

2002 年 3 月期 48,905 492 13,127 1,415 

増減率 △0.4％ △7.0％ 11.1％ 16.0％ 

 
［電子楽器事業］ 

日本においてはシンセサイザーの売上が減少しましたが、普及価格帯のデジタル・レコーダーが好調であり、
また、入門用機種から高級機種までラインアップを一新して大型液晶表示装置などの新機能を搭載した電子ピア
ノや電子オルガンの高級機種が音楽教室収入とも相まって売上を伸ばしたため、全体の売上は増加しました。 
北米においては普及価格帯のデジタル・レコーダーとギター用マルチエフェクターが堅実な成績を収めたもの

の、特に年度後半の経済成長減速の影響を受けて売上高は減少しました。 
欧州ではドイツ、フランス等の個人消費の停滞の影響を受けましたが、英国等での営業戦略が効を奏し、売上

は増加しました。 
2001 年に発売したビデオ編集機器｢DV-7 シリーズ｣は、国内におけるビデオ撮影愛好者への浸透に努めたのに

続き、業務に使用する事業者への販路開拓を図りました。 
 
開発・製造面では、2002年4月より導入した執行役員制度の下、意思決定を迅速化し、他社に先駆けた新製品

発売を図る一方、中国を始めとするアジアからの商品・部品の調達による原価低減を推進しました。電子ピアノ
には東南アジア製の木製部材を使用し、小型ギターアンプは東南アジアで生産し、いずれも価格対性能比を向上
して好評を得ました。 
販売面では、業務用音響機器に特化した子会社ローランド エス・エス株式会社が2002年4月より営業を開始

し、公共施設や放送局等新規販路への提案型営業による販路開拓に努めました。 
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［コンピュータ周辺機器事業］ 
同事業の主力二分野である｢カラー（業務用大型カラープリンター）｣と｢３Ｄ（三次元入出力装置）｣に経営資

源を集中し、いずれも着実に売上を伸ばしました。 
「カラー」の分野では、屋外耐候性の高いプリンターの出現により屋外用途への需要が高まり、また、専門分

野への用途拡大の動きが広がりました。このような傾向に対し、新製品を世界同時発売し、お客様の要求に対し
て機器やインクなどをパッケージした最適なトータルソリューションを提供することで販売を拡大いたしまし
た。また、「３Ｄ」の分野では、３Ｄデータを有効活用した｢ものづくり｣のデジタル化を図る動きが広がる中、
設計データから試作品等を直接出力することで効率的な設計を行うことを提案しました。また、セミナーや内覧
会を積極的に開催し３Ｄ市場の育成と需要の掘り起こしに努め、売上を伸長いたしました。 
また、地域別の販売状況につきましては、国内で設備投資の低迷から売上は鈍化しておりますが、海外は好調

に推移いたしました。 
 

 
２. 次期（２００４年３月期）の見通し 

（単位：百万円） 
 

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

2004年3月期見通し 66,000 2,800 3,000 1,200    46円 53銭 
2003年3月期実績 63,322 2,100 2,405 △1,189 △ 47円 63銭 

増減率 4.2％ 33.3％ 24.7％ － － 
 
国内では引き続き個人消費が低迷すると予想され、海外においても北米の景気回復が見極め難く、さらにＳＡＲＳ

の影響も懸念され、市場環境はこれまでと同様に厳しいと思われますが、製品力の強化と業務改革によるコスト削減
に努めることにより、売上、利益ともに回復する見通しです。 
 

 （単位：百万円） 
 電子楽器事業 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 
 売上高 営業利益 売上高 営業利益 
2004年3月期見通し 50,500 1,000 15,500 1,800 
2003年3月期実績 48,733 458 14,589 1,642 

増減率 3.6％ 118.2％ 6.2％ 9.6％ 

 
 

[電子楽器事業]  
シンセサイザーを中心とした新製品が消費者の関心を喚起しており、約 18 億円の増収を見込んでいます。さらに

人件費削減等の事業効率化措置により、営業利益段階で約5.5億円の増益を見込みます。 
 
[コンピュータ周辺機器事業] 

引続き｢カラー｣と｢３Ｄ｣に経営資源を集中し、顧客の要求を叶えるソリューションを提供する一方、新規市場の拡
大を目指して提案型製品の開発・販売を進め、約9億円の増収及び約1.5億円の増益を見込みます。 

 
なお、2004年3月期の業績見通しにおける為替レートは、１米ドル＝120円、１ユーロ＝130円と想定しています。 
 

 (２) 財 政 状 態  

１．当期末の資産の状況 
 

項 目 金額（百万円） 前期末比 
総  資  産 67,383 3.8％減 
株 主 資 本 47,848 5.3％減 
株主資本比率 71.0％ 1.1ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 
当期末は、前期末に比べてたな卸資産の減少等により流動資産が1,707百万円減少し、有形固定資産と連結調

整勘定の償却等により固定資産も965百万円減少した結果、総資産は2,672百万円減少しました。負債は、短期借
入金の返済等により496百万円減少しました。株主資本は、当期純損失1,189百万円と、為替換算調整勘定の減少
701百万円等により2,673百万円減少しました。 
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２．当期のキャッシュ・フローの状況 

 (単位：百万円) 
営業活動によるキャッシュ・フロー 4,415 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,116 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,515 

換算差額 △  84 
増減 △  300 

現金及び現金同等物期首残高 19,145 
現金及び現金同等物期末残高 18,845 

 
当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、4,415百万円の収入となり、投資活動によるキャッシュ・フロ

ーは、主に有形固定資産及び投資有価証券の取得により2,116百万円の支出となりました。財務活動によるキャ
ッシュ・フローは、短期借入金の減少等により2,515百万円の支出となりました。これらの結果、当期末の現金
及び現金同等物残高は、18,845百万円となり、前期末より300百万円減少しました。 

 
 
３．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 2000年3月期 2001年3月期 2002年3月期 2003年3月期 
 
株主資本比率 76.9％ 73.9％ 72.1％ 71.0％ 
時価ベースの株主
資本比率 73.7％ 58.6％ 44.8％ 45.1％ 
 
債務償還年数 1.2 年 1.9 年 1.3 年  0.7 年 
インタレスト・カバ
レッジ・レシオ 15.5 8.0 16.3 30.8 

 
 
（注） 株主資本比率：株主資本／総資産 
    時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
    債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 
※  各指標は、いずれも連結べースの財務数値により算出しています。 
※  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
※  営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているす
べての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息
の支払額を使用しております。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 
 
 (1) 連結貸借対照表  
 

（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （２００３．３．３１） （２００２．３．３１） 増 減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  
流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 １８,８４５  １９,１４６  △  ３００ 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ８,４２６  ８,９４８  △  ５２２ 
有 価 証 券   １８６  ８２  １０４ 
た な 卸 資 産   １１,９２７  １３,２５１  △ １,３２４ 
繰 延 税 金 資 産 １,７８１  １,２３６  ５４４ 
そ の 他 ２,０１６  ２,２１２  △  １９５ 
貸 倒 引 当 金  △  ４７６  △    ４６２  △   １４ 

流 動 資 産 合 計 ４２,７０７  63.4 ４４,４１５ 63.4 △ １,７０７ 

固 定 資 産      
有 形 固 定 資 産      
建 物 及 び 構 築 物 ８,１０６  ８,３９８  △  ２９１ 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７３３  ７８４  △   ５０ 
工 具 器 具 備 品 １,６８２  １,７１９  △   ３７ 
土 地 ５,４０３  ５,４１０  △    ７ 
建 設 仮 勘 定 １８  １０６  △   ８７ 

有 形 固 定 資 産 合 計 １５,９４４ 23.7 １６,４１９ 23.4  △  ４７５ 

無 形 固 定 資 産      

ソ フ ト ウ ェ ア     ６３１  ６３５  △    ４ 
電 話 加 入 権 等 １３６  ２１６  △   ７９ 
連 結 調 整 勘 定 ２４４  ４１８  △  １７３ 

無 形 固 定 資 産 合 計 １,０１２ 1.5 １,２７０ 1.8 △  ２５７ 

投資その他の資産      
投 資 有 価 証 券 ３,０６３  ３,３８４  △  ３２０ 
長 期 貸 付 金 ５０８  ３９０  １１８ 
繰 延 税 金 資 産 ４６５  ２４０  ２２４ 
再評価に係る繰延税金資産 ８５４  ８８４  △   ２９ 
そ の 他 ２,８８５  ３,０６３  △  １７７ 
貸 倒 引 当 金 △   ６０  △      １２  △   ４８ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ７,７１８ 11.4 ７,９５０ 11.4 △  ２３２ 

固 定 資 産 合 計 ２４,６７５ 36.6 ２５,６４０ 36.6 △  ９６５ 

資 産 合 計 ６７,３８３ 100.0 ７０,０５５ 100.0 △ ２,６７２ 
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（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （２００３．３．３１） （２００２．３．３１） 増 減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  
流 動 負 債      

支 払 手 形 及 び 買 掛 金       ３,３２５  ２,８０６  ５１８ 
短 期 借 入 金       ２,８８０  ４,３２６  △ １,４４６ 
一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 －  ９０  △    ９０ 
一年以内返済予定長期借入金 ０  １７６  △   １７５ 
未 払 法 人 税 等     １,０２１  ７５６  ２６５ 
繰 延 税 金 負 債       ３４  ３３  １ 
賞 与 引 当 金       ９６６  １,０５６  △    ９０ 
そ の 他           ３,２１８  ２,８６２  ３５６ 

流 動 負 債 合 計     １１,４４７ 17.0 １２,１０８ 17.3 △   ６６１ 

固 定 負 債      
長 期 借 入 金    ７  ７  △     ０ 
繰 延 税 金 負 債  １７７  １２７  ５０ 
退 職 給 付 引 当 金  －  ３８  △    ３８ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ３３１  ３２１  １０ 
そ の 他           ５０３  ３５９  １４３ 

固 定 負 債 合 計     １,０２０ 1.5 ８５４ 1.2 １６５ 

負 債 合 計     １２,４６７ 18.5 １２,９６３ 18.5 △   ４９６ 

( 少 数 株 主 持 分 )      
少 数 株 主 持 分 ７,０６６ 10.5 ６,５６９ 9.4 ４９７ 

( 資 本 の 部 )      
資 本 金          － - ９,２７４ 13.3 △ ９,２７４ 
資 本 準 備 金   － - １０,８００ 15.4 △１０,８００ 
再 評 価 差 額 金 － - △ １,２６５ △1.8 １,２６５ 
連 結 剰 余 金   － - ３１,４０３ 44.8 △３１,４０３ 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － - １５ 0.0 △    １５ 
為 替 換 算 調 整 勘 定 － - ２９４ 0.4 △   ２９４ 
自 己 株 式  － - △        ０ △0.0 ０ 

資 本 合 計         － - ５０,５２２ 72.1 △５０,５２２ 

資 本 金          ９,２７４ 13.8 － - ９,２７４ 
資 本 剰 余 金  １０,８００ 16.0 － - １０,８００ 
利 益 剰 余 金  ２９,７１９ 44.1 － - ２９,７１９ 
土 地 再 評 価 差 額 金   △ １,２９５ △1.9 － - △ １,２９５ 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ８ 0.0 － - ８ 
為 替 換 算 調 整 勘 定 △    ４０６ △0.6 － - △   ４０６ 
自 己 株 式  △    ２５１ △0.4 － - △   ２５１ 

資 本 合 計         ４７,８４８ 71.0 － - ４７,８４８ 

負債、少数株主持分及び資本合計   ６７,３８３ 100.0 ７０,０５５ 100.0 △ ２,６７２ 
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 (2) 連結損益計算書   
（単位：百万円） 

 
２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （2002.4.1～2003.3.31） （2001.4.1～2002.3.31） 増   減 

 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

  ％  ％  
 Ⅰ 売 上 高 ６３,３２２ 100.0 ６２,０３２ 100.0 １,２８９ 
 Ⅱ  売 上 原 価 ３７,９８４ 60.0 ３７,８７７ 61.1 １０６ 

売 上 総 利 益 ２５,３３８ 40.0 ２４,１５５ 38.9 １,１８３ 

 Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２３,２３８ 36.7 ２２,２４６ 35.8 ９９１ 

営 業 利 益 ２,１００ 3.3 １,９０８ 3.1 １９２ 

       Ⅳ 営 業 外 収 益 ６３０ 1.0 ５８６ 0.9 ４３ 

受 取 利 息 １６２  １７７  △   １４ 
受 取 配 当 金 ６７  ２６  ４０ 
為 替 差 益 －  ９０  △   ９０ 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 １２２  ７２  ５０ 
そ の 他 ２７７  ２２０  ５６ 

 Ⅴ  営 業 外 費 用 ３２４ 0.5 ３１１ 0.5 １３ 

支 払 利 息 １４９  ２２１  △   ７１  

為 替 差 損 １１２  －  １１２ 

そ の 他 ６２  ９０  △   ２７ 

経 常 利 益 ２,４０５ 3.8 ２,１８３ 3.5 ２２２ 

       Ⅵ  特 別 利 益 ５６ 0.1 ３２５ 0.5 △  ２６８ 

前 期 損 益 修 正 益 ６  ８   △    １ 
役員退職慰労引当金戻入益 ２９  －  ２９ 
固 定 資 産 売 却 益 １３  １２  １ 
関 係 会 社 株 式 売 却 益 ６  ４  １ 
私 財 受 贈 益 －  ３００  △  ３００ 

 Ⅶ  特 別 損 失 １,７００ 2.7 ５９６ 0.9 １,１０３ 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ５０  －  ５０ 

固 定 資 産 除 売 却 損 ６４  １０２  △   ３８ 

関 係 会 社 株 式 売 却 損 ４  －  ４ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２２２  ３８８  △  １６６ 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 ２４６  １１  ２３５ 

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 ６２  －  ６２ 

営 業 権 償 却 ７０  －  ７０ 

連 結 調 整 勘 定 一 括 償 却 額 １６８  －  １６８ 

特 別 退 職 金 ８０９  －  ８０９ 

役 員 退 職 功 労 金 －  ９４  △   ９４ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ７６２ 1.2 １,９１２ 3.1 △ １,１４９ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １,６４９ 2.6 １,４２７ 2.3 ２２１ 
過 年 度 法 人 税 等 ５６０ 0.9 － - ５６０ 
法 人 税 等 調 整 額 △  ７９４ △1.2 △  １０６ △0.2 △  ６８７ 
少 数 株 主 利 益 ５３６ 0.8 ２９１ 0.5 ２４５ 

当期純利益又は当期純損失(△) △ １,１８９ △1.9 ３００ 0.5 △ １,４８９ 
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 (3) 連結剰余金計算書   
 

（単位：百万円） 

科       目 
２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 
（2002.4.1～2003.3.31） 

２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 
（2001.4.1～2002.3.31） 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 － ３１,７３６ 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 － ６３２ 

配 当 金 － ５７５ 

役 員 賞 与 － ５７ 

Ⅲ 当  期  純  利  益 － ３００ 

Ⅳ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 － ３１,４０３ 

( 資 本 剰 余 金 の 部 )   

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高   

  資 本 準 備 金 期 首 残 高 １０,８００ － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 １０,８００ － 

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）   

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高   

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３１,４０３ － 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 減 少 高   

当 期 純 損 失 １,１８９ － 

配 当 金 ４７２ － 

役 員 賞 与 ２３ － 

利 益 剰 余 金 減 少 高 計 １,６８４ － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ２９,７１９ － 
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 (4) 連結キャッシュ・フロー計算書  

（単位：百万円） 
 

科      目 
２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 
(2002.4.1～2003.3.31) 

２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 
(2001.4.1～2002.3.31) 

 金 額 金 額 
Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
営 業 権 償 却 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
連 結 調 整 勘 定 一 括 償 却 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 益 （ △ ） 又 は 差 損 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
固 定 資 産 売 却 益 
固 定 資 産 除 売 却 損 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 
特 別 退 職 金 
売上債権の増加(△)又は減少額 
た な 卸 資 産 の 減 少 額 
仕入債務の増加又は減少(△)額 
役 員 賞 与 の 支 払 額 
そ の 他 

 
７６２ 

２,１０８ 
７０ 
９８ 

１６８ 
△  ２２９ 

１４９ 
３２ 

△  １２２ 
△   １３ 

６４ 
２２２ 
２４６ 
６２ 

８０９ 
３４８ 
９５５ 
６１３ 

△   ４０ 
△  １１５ 

 
１,９１２ 
２,１１１ 

－ 
８７ 

－ 
△  ２０３ 

２２１ 
△  １５５ 
△   ７２ 
△   １２ 

１０２ 
３８８ 

－ 
－ 
－ 

△  ４２７ 
２,１５５ 

△ １,２４４ 
△   ７５ 

６ 
小      計 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

６,１９１ 
２７１ 

△  １４３ 
△ １,９０４ 

４,７９４ 
３７９ 

△  ２１６ 
△ １,４１５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー 

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
無形固定資産の取得による支出 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
連結の範囲の変更を伴う子会社 
株 式 の 取 得 に よ る 支 出 
出 資 に よ る 支 出 
そ の 他 

４,４１５ 
 

－ 
８１ 

△ １,５７２ 
３９ 

△  ２３９ 
△ １,６１２ 

１,２６１ 
 

－ 
－ 

△   ７３ 

３,５４１ 
 

６０ 
－ 

△ １,９０４ 
３３５ 

△  ３３４ 
△ １,６３４ 

３６４ 
 

△  ４７３ 
△  １７６ 
△   １８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増加又は純減少(△)額 
長期借入金の返済による支出 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 
連結子会社の第三者割当増資による収入  
私 財 の 受 贈 に よ る 収 入 
配 当 金 の 支 払 額 
少数株主への配当金の支払額 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 
そ の 他 

△ ２,１１６ 
 

△ １,４５７ 
△  １７３ 
△   ９１ 

－ 
－ 

△  ４７２ 
△  １１４ 
△  ２５２ 

４５ 

△ ３,７８２ 
 

７２７ 
△  １８９ 

－ 
１６９ 
３００ 

△  ５７５ 
△   ９６ 

－ 
△    ８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 

△ ２,５１５ 
△   ８４ 

３２６ 
４５８ 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加又は減少(△)額 
Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 

△  ３００ 
１９,１４５ 

５４４ 
１８,６０１ 

Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高 １８,８４５ １９,１４５ 
（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

    2003年3月期 2002年3月期  
  現金及び預金勘定    18,845  19,146  百万円 
  預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △   0   △  0  
  現金及び現金同等物   18,845  19,145   
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］  

1．連結の範囲に関する事項 
(1) 連 結 子 会 社   21社 ・ボ     ス ㈱ ・Roland Elektronische 

 ・ローランド イーディー㈱          Musikinstrumente HmbH. 
 ・ローランド テック㈱ ・Roland DGA Corporation 
 ・ローランド ディー．ジー．㈱ ・Roland Audio Development Corporation 
 ・ローランド アイ･ピー㈱ ・Roland Canada Music Ltd. 
・エディロール㈱ ・Roland France SA 
・ローランド ミュージック ・Roland DG Benelux n.v. 
          スタジオ㈱ ・Roland Benelux n.v. 
・Roland Europe S.p.A. ・Edirol Corporation North America 
 ・Rodgers Instruments LLC ・Roland Italy S.p.A. 
 ・Roland Corporation U.S. ・Roland DG (U.K.) Ltd. 
 ・Roland (U.K.) Ltd.  
  

(2) 非連結子会社   14 社 ・Roland Electronics de Espana S.A. ・その他 10 社 
・Roland Corporation Australia Pty. Ltd. 
・Roland DG Australia Pty. Ltd. 
 ・Edirol Europe Ltd.   

 
その他の子会社 Roland Electronics de Espana S.A.、Roland Corporation Australia Pty. Ltd. 、

Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び Edirol Europe Ltd. 等合計 14 社については、合計の総資産、売
上高、当期純損益及び利益剰余金等がいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲に含めていません。 

2．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社のうち Roland Electronics de Espana S.A. 及び関連会社のうち Electronic Musical 
Instruments Roland Scandibavia a-s 等、合計 4 社に対する投資額については持分法を適用しています。 

その他非連結子会社 13 社及び関連会社 7 社については、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用していません。持分法を適用し
ていない会社は Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland DG Australia Pty. Ltd.、 Edirol 
Europe Ltd. 及び Roland (Switzerland) AG 等です。 

3．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の決算日は Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Audio Development 
Corporation、 Roland (U.K.) Ltd.、 Roland DGA Corporation、 Roland Corporation U.S.、 Roland 
Elektronische Musikinstrumente HmbH.、Roland Canada Music Ltd.、Roland France SA、Roland DG 
Benelux n.v.、Roland Benelux n.v.、Edirol Corporation North America、Roland Italy S.p.A. 及び  
Roland DG (U.K.) Ltd. を除き連結財務諸表提出会社と同一です。なお、上記全ての会社の決算日は 12 月
31 日であり、当該決算日現在の財務諸表を使用しています。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っています。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 ……………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券 

時価のあるもの …………………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 
全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
により算定） 

時価のないもの …………………………… 移動平均法による原価法 
②たな卸資産 

商品，製品，原材料および仕掛品 
(ｲ) 親会社及び国内連結子会社 ……………… 主として総平均法による低価法 
(ﾛ) 在外連結子会社 …………………………… 主として先入先出法による低価法 
貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法 

③デリバティブ …………………………………… 時価法 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 ………………………………… 主として定率法。 

ただし、親会社及び国内連結子会社が 1998 年 4 月 1 日
以降取得した建物(建物付属設備を除く)については定
額法。 
なお、主な耐用年数は以下の通りです。 
 建物及び構築物   31～50 年 
 工具器具備品     2～ 6 年 

無形固定資産（連結調整勘定を除く） …… 主として定額法。 
ただし、親会社及び国内連結子会社が所有する市場販
売目的のソフトウェアについては販売可能有効期間に
おける見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフト
ウェアについては社内における利用可能期間（5 年）に
基づく定額法。 
 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎とし

て、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

②賞与引当金 
従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③退職給付引当金 
親会社及び国内連結子会社 7 社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額
を計上しています。 

なお、当連結会計年度末においては、年金資産の見込額が退職給付債務の見込額に未認識会計基準
変更時差異、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務債務を加減した額を超過しているため、超
過額を前払年金費用に計上し、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しています。 
会計基準変更時差異(402 百万円)は、5年による按分額を費用処理しています。 
退職給付債務の算出にあたり簡便法を採用していた一部の国内連結子会社が適格退職年金制度へ移行

したことに伴い発生した過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により、発生年度から費用処理しています。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定率 
法により、発生年度の翌連結会計年度から費用処理しています。 

④役員退職慰労引当金 
親会社および国内連結子会社 6 社は、役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該会社決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は、当該会社の会計期間における期中平均相場により円貨に換算し、換算差額
は「少数株主持分」及び資本の部における「為替換算調整勘定」に含めています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

(6) 消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっています。 

6. 連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を行っています。 

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

しています。 

8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金（手許現金及び要求払預

金）、取得日から満期日までの期間が 3ヶ月以内の短期投資である定期預金をその範囲としています。 
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9. その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） 

当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）を適
用しています。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微です。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余
金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しています。 

（１株当たり情報） 

当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しています。 

なお、前連結会計年度と同じ方法により算定した場合の当連結会計年度の１株当たりの情報については、
１株当たり純資産額が1,887円26銭、１株当たり当期純損失が46円70銭となります。 
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 注 記 事 項 
 
（連結貸借対照表関係） 

（ ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 １８,４２３百万円 １. 有形固定資産の減価償却累計額 １７,５８６百万円 

２．担保提供資産及び対応債務 ２．担保提供資産及び対応債務 

担 保 提 供 資 産 ２,７５６百万円 担 保 提 供 資 産 ４,６４７百万円 

対 応 す る 債 務 １,６５８百万円 対 応 す る 債 務 ２,６０２百万円 

３. 輸 出 手 形 割 引 高 ８０４百万円 ３. 輸 出 手 形 割 引 高 ６５０百万円 

   ４. 連結会計年度末日満期手形  
   連結会計年度末日満期手形の会計処理については、 

当連結会計年度末日が金融機関の休業日のため、満期
日に決済が行われたものとして処理しています。当連
結会計年度末日満期手形は次の通りです。 

    受 取 手 形 ４２百万円 

４. 保 証 債 務 １,３０７百万円 ５. 保 証 債 務 １,５０８百万円 

５. 非連結子会社及び関連会社に対する株式等  ６. 非連結子会社及び関連会社に対する株式等  
  １,５３１百万円   １,７３０百万円 

６．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日
公布法律第34号 )及び「土地の再評価に関する法
律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日公布
法律第19号 )に基づき、親会社にて事業用土地の
再評価を行っています。これに伴い、再評価に係
る税効果相当額を「再評価に係る繰延税金資産」
として資産の部に、また、再評価差額から税効果
相当額を控除した金額を「土地再評価差額金」と
して資本の部に計上しています。 

土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3

月 31日公布政令第119号）第2条第3号に定める
土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調
整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 △３７９百万円 

７．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日
公布法律第34号 )及び「土地の再評価に関する法
律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日公布
法律第19号 )に基づき、親会社にて事業用土地の
再評価を行っています。これに伴い、再評価に係
る税効果相当額を「再評価に係る繰延税金資産」
として資産の部に、また、再評価差額から税効果
相当額を控除した金額を「再評価差額金」として
資本の部に計上しています。 

土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3

月 31日公布政令第119号）第2条第3号に定める
土地課税台帳に登録されている価格に合理的な調
整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 

再評価前の帳簿価額 ６ ,２８６百万円 

再評価後の帳簿価額     ４ ,１３６百万円 
 
（連結損益計算書関係） 

（ ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 １．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
広 告 販 促 費 ３,８７３百万円 広 告 販 促 費 ３,９１１百万円 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １３６百万円 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ８４百万円 
給 与 及 び 賞 与 ９,９９３百万円 給 与 及 び 賞 与 ９,３４３百万円 
役員退職慰労引当金繰入額 ３９百万円 役員退職慰労引当金繰入額 ３１百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 ４５２百万円 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ４５４百万円 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
 ５,１３３百万円  ５,１２９百万円 

３．固定資産売却益の内訳  ３.固定資産売却益の内訳  

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ３百万円 建 物 ５百万円 

工 具 器 具 備 品 ７百万円 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ５百万円 

そ の 他 ２百万円 そ の 他 １百万円 

４．固定資産除売却損の内訳  ４．固定資産除売却損の内訳  

建 物 １７百万円 建 物 ３３百万円 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 １０百万円 工 具 器 具 備 品 ３６百万円 

工 具 器 具 備 品 ３３百万円 土 地 １６百万円 

そ の 他 ２百万円 そ の 他 １６百万円 
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（リース取引関係） 

項 目 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引 

  

   

リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び期末残高 

  取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相当額 

   取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 

相当額   

建  物  

及 び 

構築物 

百万円 

２５８ 

百万円 

３９ 

百万円 

２１９ 

   

建  物  

及 び 

構築物 

百万円 

２４０ 

百万円 

１２ 

百万円 

２２８ 

 

  機械装

置及び

運搬具 
２１９ １６３ ５５ 

  機械装

置及び

運搬具 
２２０ １４８ ７２ 

 

  工具器

具備品 
３９ ２３ １６ 

  工具器

具備品 
４６ ２４ ２１ 

 

  
合 計 ５１７ ２２６ ２９１ 

  
合 計 ５０７ １８５ ３２２ 

 

        

未経過リース料期末残高相当額 １年内   ６７百万円 

１年超  ２３０百万円 

合  計  ２９７百万円 

１年内   ６９百万円 

１年超  ２５９百万円 

合  計  ３２８百万円 
   

支 払 リ ー ス 料 ８０百万円 ８３百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ７３百万円 ７５百万円 

支 払 利 息 相 当 額 ７百万円 ６百万円 
   

減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ています。 

同    左 

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法  リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっています。 

同    左 

オペレーティング・リース取引   

未 経 過 リ ー ス 料 １年内   ３５８百万円 

１年超 １,６４３百万円 
合  計 ２,００２百万円 

１年内   ３５３百万円 

１年超 １,６２１百万円 
合  計 １,９７４百万円 
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（有 価 証 券 関 係）  
１.その他有価証券で時価のあるもの 

(単位:百万円) 

２００３年３月期 
（ 2 0 0 3 . 3 . 3 1 ）  

２００２年３月期 
（ 2 0 0 2 . 3 . 3 1 ）  区   分 

取得原価 
連結貸借対照
表 計 上 額 差 額 取得原価 

連結貸借対照
表 計 上 額 差 額 

 

連結貸借対照
表 計 上 額 が 
取得原価を超
え る も の 

(1)株   式 
(2)債   券 

国 債 ・ 
地方債等 
社  債 

(3)そ の 他 

26 
 
 

339 
23 
114 

124 
 
 

339 
27 
114 

97 
 
 

0 
4 
0 

66 
 
 

90 
74 
194 

233 
 
 

90 
80 
195 

167 
 
 

0 
6 
0 

 小 計 504 606 102 425 599 174 

 

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
な い も の 

(1)株   式 
(2)債   券 

国 債 ・ 
地方債等 
社  債 

(3)そ の 他 

297 
 
 

－ 
383 
348 

219 
 
 

－ 
382 
336 

△  77 
 
 

－ 
△  0 
△  12 

341 
 
 

20 
239 
603 

299 
 
 

20 
239 
495 

△  41 
 
 

－ 
－ 

△ 107 

 小 計 1,029 938 △  90 1,204 1,055 △ 148 

 合  計 1,533 1,544 11 1,629 1,654 25 

(注)1.減損処理を行った有価証券については、減損処理後の帳簿価格を取得原価として記載しています。 
2.減損処理金額 2003年3月期 222百万円  2002年3月期 388百万円 

 
２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(単位:百万円) 

 ２００３年３月期 
(2002.4.1～2003.3.31) 

２００２年３月期 
(2001.4.1～2002.3.31) 

売 却 額 ６９６ ２９６ 
売却益の合計額 ６ － 
売却損の合計額 ３ １ 

 
３.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(単位:百万円) 

 ２００３年３月期 
（ 2 0 0 3 . 3 . 3 1 ）  

２００２年３月期 
（ 2 0 0 2 . 3 . 3 1 ）  

そ の 他 有 価 証 券 
(1)子会社株式及び関連会社株式 
(2)その他有価証券 

①店頭売買株式を除く非上場株式 
②その他 

 
１,３１４ 

 
２６２ 

 １２８ 

 
１,４０９ 

 
２８９ 

           １１２ 

合     計 １,７０５ １,８１１ 

 
４.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 (単位:百万円) 

２００３年３月期 
（ 2 0 0 3年 3月 3 1日 現 在 ） 

２００２年３月期 
（ 2 0 0 2年 3月 3 1日 現 在 ） 区   分 

1年以内 
1 年 超 
5 年 以 内 

5 年 超 
10年以内 １年以内 

1 年 超 
5年以内 

5 年 超 
10年以内 

（1）債  券 
国債・地方債等 
社     債 

（2）そ の 他 

 
９０ 
６０ 
３６ 

 
２４９ 
３３０ 

－ 

 
－ 

１８ 
５６ 

 
２０ 
６２ 

－ 

 
９０ 

２３９ 
５１ 

 
－ 

１８ 
８８ 

小 計 １８６ ５８０ ７５ ８２ ３８１ １０６ 
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（デリバティブ取引関係） 
1．取引の状況に関する事項 

２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 
（ 2 0 0 2 . 4 . 1 ～ 2 0 0 3 . 3 . 3 1 ） 

２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 
（ 2 0 0 1 . 4 . 1 ～ 2 0 0 2 . 3 . 3 1 ） 

(1)取引の内容 
当社グループは、為替予約取引及び通貨スワップ

取引を利用しています。 

(1)取引の内容 
同        左 

 
(2)取引に対する取組方針 

当社グループは、基本的に外貨建金銭債権債務の残高の
範囲内で為替予約取引及び通貨スワップ取引を利用してい
る他、通常の外貨建営業取引に係る輸出入実績等を踏まえ
、必要な範囲内で為替予約取引を利用しています。 

(2)取引に対する取組方針 
 

同        左 

 
(3)取引の利用目的 

当社グループは、外貨建債権債務に係る為替相場の変
動リスクを回避する目的で為替予約取引及び通貨スワッ
プ取引を行っている他、通常の取引の範囲内で外貨建営
業債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避
する目的で、包括的な為替予約取引を行っています。な
お、当社グループが利用している為替予約取引及び通貨
スワップ取引には、投機目的のものはありません。 

(3)取引の利用目的 
 

同        左 
 
 

 

(4)取引に係るリスクの内容 
当社グループが利用している為替予約取引及び通貨ス

ワップ取引は、為替相場の変動によるリスクを有してい
ます。なお、当社グループの為替予約取引及び通貨スワ
ップ取引の契約先はいずれも信用度の高い銀行であるた
め、相手方の契約不履行によるリスクはほとんど無いと
認識しています。 

(4)取引に係るリスクの内容 
 

同        左 
 

 

(5)取引に係るリスクの管理体制 
為替予約取引及び通貨スワップ取引の実行及び管

理は、社内管理規程に定められた決裁手続を経て、
財務担当部門が行っています。 

(5)取引に係るリスクの管理体制 

同        左 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 
通貨スワップ取引に係る想定元本は、この金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスク量または信用リスク
量を示すものではありません。 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 
 

同        左 

 
２．取引の時価に関する事項 

（単位：百万円） 
２００３年３月期 ２００２年３月期 

契約額等 契約額等 
区 
 

分 

種 
 

類  うち 
１年超 

時 価 評価損益 

 うち 
１年超 

時 価 評価損益 

為替予約 
取引 

        

買 建         
日本円 １,３７９ － １,３９７ １７ １,８２０ － １,７０７ △１１３ 
ユーロ １２８ － １２９ １ １４９ － １４５ △３ 
米ドル １３３ － １３１ △１ １０８ － １１１ ２ 

市 
場 
取 
引 
以 
外 
の 
取 
引      

合   計 １,６４１ － １,６５８ １７ ２,０７９ － １,９６４ △１１５ 
（注） 

２００３年３月期 ２００２年３月期 
時価の算定方法 
先物為替相場によっています。 

 
 

 時価の算定方法 
  同       左 
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（退職給付関係）  

１．２００３年３月期（２００２.４.１～２００３.３.３１） 
（１）採用している退職給付制度の概要 

 退職給付制度は、勤務期間が１年以上の従業員が退職する場合、退職時までの勤務期間及び退職事由に応じ、退職時
の給与等に基づき算出された退職金を支払うこととなっています。この退職金の支払に充てるため、適格退職年金制度
を採用し、外部拠出を行っています。なお、一部の在外連結子会社は、確定拠出型年金制度を設けています。 
 

（２）退職給付債務に関する事項（２００３年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

イ．退職給付債務 △  ６,０９９ 
  ロ．年金資産 ４,０５６ 
  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  ２,０４２ 
  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 １６１ 
  ホ．未認識数理計算上の差異 １,８５５ 
  ヘ．未認識過去勤務債務 ３９ 
  ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） １３ 
  チ．前払年金費用 １３ 

 
（３）退職給付費用に関する事項（２００２.４.１～２００３.３.３１） 

（単位：百万円） 
  イ．勤務費用 ３６３ 
  ロ．利息費用 １６２ 
  ハ．期待運用収益 △   １２８    
  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ８０ 
  ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ２２８ 
  ヘ．過去勤務債務の費用処理額 ４ 
  ト．その他（注） １０５ 
  チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） ８１６ 

 
（注）確定拠出型年金への掛金拠出額です。 

 
（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  イ．退職給付見込額の期間配分方法…………期間定額基準 
  ロ．割引率………………………………………２.５ ％ 
  ハ．期待運用収益率……………………………３.０ ％ 
  ニ．過去勤務債務の額の処理年数…………… １０ 年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法） 
  ホ．数理計算上の差異の処理年数…………… １０ 年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、発生年度の翌連結
会計年度から費用処理しています。） 

  ヘ．会計基準変更時差異の処理年数…………  ５ 年 
 (注) 当社グループは、上記適格退職年金制度のほか、総合設立の厚生年金基金として、全国電子情報技

術産業厚生年金基金に加入していますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針３３項
の例外処理を行う制度です。同基金の年金資産残高のうち、当社グループの掛金拠出割合に基づく当
連結会計年度末の年金資産残高は３,３７３百万円であり、掛金拠出額は１８５百万円です。 

 
２．２００２年３月期（２００１.４.１～２００２.３.３１） 
（１）採用している退職給付制度の概要 

 退職給付制度は、勤務期間が１年以上の従業員が退職する場合、退職時までの勤務期間及び退職事由に応じ、退職時
の給与等に基づき算出された退職金を支払うこととなっています。この退職金の支払に充てるため、適格退職年金制度
を採用し、外部拠出を行っています。なお、一部の在外連結子会社は、確定拠出型年金制度を設けています。 
 

（２）退職給付債務に関する事項（２００２年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

イ．退職給付債務  △  ５,３６８ 
  ロ．年金資産 ４,２６６ 
  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  １,１０２ 
  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ２４１ 
  ホ．未認識数理計算上の差異 １,０１３ 
  へ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） １５３ 
  ト．前払年金費用 １９２ 
  チ．退職給付引当金 △     ３８ 
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（３）退職給付費用に関する事項（２００１.４.１～２００２.３.３１） 
（単位：百万円） 

  イ．勤務費用（注 1） ３５０ 
  ロ．利息費用 １４６ 
  ハ．期待運用収益 △    １６２ 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ８０ 
  ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １３４ 
  ヘ．その他（注 2） ９７ 
  ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ６４７ 

 
（注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用を含んでいます。 

2.確定拠出型年金への掛金拠出額です 
 
（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  イ．退職給付見込額の期間配分方法…………期間定額基準 
  ロ．割引率………………………………………３.０ ％ 
  ハ．期待運用収益率……………………………４.０ ％ 
  ニ．数理計算上の差異の処理年数…………… １０ 年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、発生年度の翌連結
会計年度から費用処理しています。） 

  ホ．会計基準変更時差異の処理年数…………  ５ 年 
 (注) 当社グループは、上記適格退職年金制度のほか、総合設立の厚生年金基金として、全国電子機械工業

厚生年金基金に加入していますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針３３項の例外処
理を行う制度です。同基金の年金資産残高のうち、当社グループの掛金拠出割合に基づく当連結会計
年度末の年金資産残高は３,６９７百万円であり、掛金拠出額は１８３百万円です。 
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(税効果会計) 
 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    
 ( ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ) 
繰延税金資産    

たな卸資産評価減 ４４２百万円  ３４９百万円 
たな卸資産未実現利益 １８９百万円  １７４百万円 
有価証券評価差額 ６１４百万円  ４４５百万円 
未払特別退職金 ３２５百万円  －百万円 
賞与引当金 ３１８百万円  ２９１百万円 
役員退職慰労引当金 １３２百万円  １３２百万円 
連結子会社の繰越欠損金 ８１５百万円  １,００４百万円 
その他 ９３８百万円  ８９５百万円 

繰延税金資産小計 ３,７７６百万円  ３,２９３百万円 
評価性引当額 △  ９４５百万円  △１,０１３百万円 

繰延税金資産合計 ２,８３０百万円  ２,２７９百万円 
繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △   ７２百万円  △   ８２百万円 
連結子会社及び持分法適用会社の留保利益 △  ４２４百万円  △  ５８０百万円 
その他 △  ２９９百万円  △  ２９９百万円 

繰延税金負債合計 △  ７９６百万円  △  ９６３百万円 

繰延税金資産の純額 ２,０３４百万円  １,３１６百万円 
 

(注)前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれています。 

 ( ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ) 

流動資産－繰延税金資産 １,７８１百万円  １,２３６百万円 
固定資産－繰延税金資産 ４６５百万円  ２４０百万円 
流動負債－繰延税金負債 △   ３４百万円  △   ３３百万円 
固定負債－繰延税金負債 △  １７７百万円  △  １２７百万円 

 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 
 

 ( ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ) 
国内の法定実効税率 ４１.１％  ４１.１％ 
（調 整） 

欠損金子会社の未認識税務利益 
連結子会社株式の売却にかかる法人税等 

 
３８.２％ 

－％ 

  
２１.９％ 

１.０％ 
海外連結子会社受取配当金の連結消去に 
よる影響額 

２７.２％ 
 

－％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 ５.３％  ４.８％ 
過年度法人税等 ７３.４％  －％ 
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ３.３％  －％ 
その他 △ ３.０％  ０.３％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 １８５.５％  ６９.１％ 

 
（注）繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、当連結会計年度における一時差

異等のうち、2004 年 3 月末までに解消が予定されるものは 41.1％、2004 年 4 月以降に解消が予定さ
れるものは 39.8％です。これにより、繰延税金資産の金額が 24 百万円、再評価に係る繰延税金資産
の金額が 29 百万円それぞれ減少し、当連結会計年度に費用計上された法人税等調整額の金額が 24
百万円増加しています。 
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（セ グ メ ン ト 情 報） 
 

1. 事業の種類別セグメント情報 

 （単位：百万円） 

２００３年３月期 （２００２．４．１～２００３．３．３１）  

                   ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は 

全 社 
連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益      

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 ４８,７３３ １４,５８９ ６３,３２２ － ６３,３２２ 
(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 ０ ０ ０ (   ０) － 

計 ４８,７３３ １４,５８９ ６３,３２３ (  ０) ６３,３２２ 

営 業 費 用 ４８,２７５ １２,９４７ ６１,２２３ (  ０) ６１,２２２ 

営 業 利 益 ４５８ １,６４２ ２,１００ － ２,１００ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出      

資 産 ５２,８９４ １４,５０３ ６７,３９８ △１５ ６７,３８３ 

減 価 償 却 費 １,７１９ ３８８ ２,１０８ － ２,１０８ 

資 本 的 支 出 １,５２７ ２５３ １,７８１ － １,７８１ 

 

（単位：百万円） 

２００２年３月期 （２００１．４．１～２００２．３．３１）  

                   ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は 

全 社 
連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益      

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 ４８,９０５ １３,１２７ ６２,０３２ － ６２,０３２ 
(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 １ ０ １ (   １) － 

計 ４８,９０７ １３,１２７ ６２,０３４ (   １) ６２,０３２ 

営 業 費 用 ４８,４１４ １１,７１１ ６０,１２６ (   １) ６０,１２４ 

営 業 利 益 ４９２ １,４１５ １,９０８ － １,９０８ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出      

資 産 ５７,３９１ １２,６７５ ７０,０６６ △１１ ７０,０５５ 

減 価 償 却 費 １,７５１ ３５９ ２,１１１ － ２,１１１ 

資 本 的 支 出 １,７９７ ３７７ ２,１７４ － ２,１７４ 
 
(注)1.事業区分の方法 
   当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺 

機器事業に区分しています。 

  2.各事業の主要な製品 
    (1)電子楽器事業 
       電子ピアノ、シンセサイザー、デジタル・レコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品 
    (2)コンピュータ周辺機器事業 
       プロッタ、カッティングマシン、モデリングマシン、プリンター 
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 2. 所在地別セグメント情報 

 （単位：百万円） 

２００３年３月期 （２００２．４．１～２００３．３．３１） 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益       

売 上 高              
(1)外部顧客に対する売上 ２３,１８８ ２７,２６２ １２,８７２ ６３,３２２ － ６３,３２２ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １９,４８１ ３４８ １,９１７ ２１,７４７ (２１,７４７) － 

計 ４２,６７０ ２７,６１０ １４,７８９ ８５,０７０ (２１,７４７) ６３,３２２ 

営 業 費 用 ４１,３１４ ２７,１３０ １４,５２５ ８２,９７０ (２１,７４７) ６１,２２２ 

営 業 利 益 １,３５５ ４８０ ２６４ ２,１００ － ２,１００ 

Ⅱ 資      産 ４８,４６１ １３,８７２ １０,８８８ ７３,２２３ △５,８４０ ６７,３８３ 

 

 （単位：百万円） 

２００２年３月期 （２００１．４．１～２００２．３．３１）  

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益       

売 上 高             
(1)外部顧客に対する売上 ２１,３０７ ２８,５７３ １２,１５１ ６２,０３２ － ６２,０３２ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １８,８２２ ３７４ １,７６９ ２０,９６５ (２０,９６５) － 

計 ４０,１２９ ２８,９４８ １３,９２１ ８２,９９８ (２０,９６５) ６２,０３２ 

営 業 費 用 ３９,２９３ ２８,１１０ １３,６８８ ８１,０９２ (２０,９６７) ６０,１２４ 

営 業 利 益 ８３５ ８３７ ２３２ １,９０５ (△    ２) １,９０８ 

Ⅱ 資      産 ４９,４１９ １５,４０９ １０,６０２ ７５,４３１ △５,３７５  ７０,０５５ 

 

(注)1.国又は地域の区分は､地理的近接度によっております。 

  2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
北米：米国、カナダ 
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 
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3. 海外売上高 
（単位：百万円） 

２００３年３月期 （２００２．４．１～２００３．３．３１） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２７,２１０ １５,１５０ ６,３４５ ４８,７０７ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ６３,３２２ 

Ⅲ  連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

４３.０ ２３.９ １０.０ ７６.９ 

 

（単位：百万円） 

２００２年３月期 （２００１．４．１～２００２．３．３１）  

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２８,５３５ １４,３８６ ４,７４７ ４７,６６９ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ６２,０３２ 

Ⅲ  連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

４６.０ ２３.２ ７.６ ７６.８ 

 
(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  2.各区分に属する主な国又は地域 
北 米：米国、カナダ 
欧 州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 
その他：東南アジア、中南米、豪州 

  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 
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(関連当事者との取引) 
 
１.２００３年３月期（２００２.４.１～２００３.３.３１） 
役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 
関 係 内 容 

属性 氏  名 住所 資本金 事業の内容又は職業 議決権等の 

被所有割合 
役員

の兼

任等 

事業

上の

関係 

取引の内容 取引

金額 
科目 期末

残高 

顧問料の支払 (注)1 18 － － 
個人

主要

株主 

梯 郁太郎 － － 

当社特別顧問 
 
(財)ローランド芸術文化 

振興財団理事長 

直接 

12.2％ － － 
(財)ローランド芸術 

文化振興財団への 

寄付金の支払 (注)2 

6 － － 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

1．当社特別顧問 梯 郁太郎との取引は、顧問に関する内規に基づき決定しています。 

   2．(財)ローランド芸術文化振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引です。 

 
 
２.２００２年３月期（２００１.４.１～２００２.３.３１） 
役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 
関 係 内 容 

属性 氏  名 住所 資本金 事業の内容又は職業 議決権等の 

被所有割合 
役員

の兼

任等 

事業

上の

関係 

取引の内容 取引

金額 
科目 期末

残高 

顧問料の支払 (注)1 13 － － 

(財)ローランド芸術 

文化振興財団への 

寄付金の支払 (注)2 

27 － － 

個人

主要

株主 

梯 郁太郎 － － 

当社特別顧問 
 
(財)ローランド芸術文化 

振興財団理事長 

直接 

12.1％ － － 

浜松研究所増設建築

費用の一部を受贈 

(私財[現金]の譲受) 

300 － － 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

1．当社特別顧問 梯 郁太郎との取引は、2001 年 6 月 22 日付当社特別顧問就任以降の取引であり、顧問に関する 

内規に基づき決定しています。 

   2．(財)ローランド芸術文化振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引です。 
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５.生産、受注及び販売の状況 
 
(１)生 産 実 績 

（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ３ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 

品 目 (2002.4.1～2003.3.31) (2001.4.1～2002.3.31) 
事 業 の 種 類 別 

セ グ メ ン ト の 名 称 
 金 額 金 額 

 電 子 楽 器 １６,９８７ １８,９１９ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 １１,７４１ １０,８０２ 

 音 響 機 器 ７,０７３ ７,０６８ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

５,２７７ ５,９０４ 

 小 計 ４１,０８０ ４２,６９５ 

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 ９,７０４ ８,２３１ 

合 計 ５０,７８４ ５０,９２６ 

(注) 金額は販売価格によっています。 
 
(２)受 注 状 況 

当社グループは、その製品の性質上需要予測による見込生産方式を採り、受注生産を行っていません。 
 
 

(３)販 売 実 績 

（単位：百万円） 

 

品 目 

２００３年３月期 

(2002.4.1～2003.3.31) 

２００２年３月期 

(2001.4.1～2002.3.31) 
事 業 の 種 類 別 

セ グ メ ン ト の 名 称 
 金 額 金 額 

 

増 減 率 

 電 子 楽 器 ２０,９１０ ２１,９５９ 
％ 

△４.８ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 １１,８２２ １１,０９１ ６.６ 

 音 響 機 器 ８,７６３ ８,３１９ ５.３ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

７,２３７ ７,５３５ △４.０ 

 小 計 ４８,７３３ ４８,９０５ △０.４ 

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 １４,５８９ １３,１２７ １１.１ 

合 計 ６３,３２２ ６２,０３２ ２.１ 

 (注) セグメント間の取引については相殺消去しています。 
 

電 子 楽 器 事 業 

電 子 楽 器 事 業


